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平
成
24
年
度

林
野
庁
税
制
改
正

予
定
事
項

新
設
要
望
項
目

相
続
税
、環
境
関
連
税
制
、山
林

所
得
に
係
る
森
林
計
画
特
別
控

除
、所
得
税
、法
人
税
、固
定
資

産
税

延
長
要
望
項
目　

軽
油
引
取
税
、所
得
税
、法
人
税

税
価
格
の
80
％
に
対
応
す
る
相
続
税

の
納
税
を
猶
予
）

【
検
討
事
項
】

　

山
林
に
係
る
相
続
税
・
贈
与
税
に
つ

い
て
は
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る
相
続
税

の
納
税
猶
予
制
度
の
執
行
及
び
適
用
の

状
況
、
施
業
の
集
約
化
・
路
網
整
備
の

徹
底
と
い
う
政
策
目
的
の
達
成
状
況
等

を
踏
ま
え
、
課
税
価
格
の
特
例
制
度
や

贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
等
の
必
要
性

に
つ
い
て
検
討
を
行
い
ま
す
。

環
境
関
連
税
制

○
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
森
林
吸

収
源
対
策
等
を
推
進
す
る
た
め
の
税

財
源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
現
行
の

石
油
石
炭
税
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
に
応
じ

た
税
率
を
上
乗
せ
す
る「
地
球
温
暖
化

対
策
の
た
め
の
課
税
の
特
例
」を
設
け

ま
す
。
そ
の
際
、
農
林
漁
業
用
の
軽

油
の
免
税
・
還
付
措
置
を
設
け
ま
す
。

　
　

ま
た
、
税
制
改
正
大
綱
の「
環
境

　

新
設
要
望
項
目

相
続
税

○
林
業
経
営
の
継
続
を
確
保
す
る
た
め

の
納
税
猶
予
制
度
を
創
設
し
ま
す
。

（
森
林
経
営
計
画
に
従
っ
て
施
業
及

び
路
網
整
備
を
行
う
山
林
に
係
る
課

関
連
税
制
」に「
森
林
吸
収
源
対
策
」

と
し
て
、「
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
に

係
る
国
際
約
束
の
達
成
等
を
図
る
観

点
か
ら
、
森
林
吸
収
源
対
策
を
含
め

た
諸
施
策
の
着
実
な
推
進
に
資
す
る

よ
う
、
平
成
25
年
以
降
の
地
球
温
暖

化
対
策
の
国
内
対
策
の
策
定
に
向
け

て
検
討
す
る
中
で
、
国
全
体
と
し
て

の
財
源
確
保
を
引
き
続
き
検
討
し
ま

す
。」と
整
理
。

山
林
所
得
に
係
る
森
林
計
画
特
別
控
除

○
山
林
所
得
に
係
る
森
林
計
画
特
別
控

除（
20
％
）の
森
林
経
営
計
画
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
次
の
見
直
し
を
行
っ

た
上
、そ
の
適
用
期
限
を
３
年
延
長
。

（1）
森
林
法
の
改
正
に
伴
い
、
本
特
例
の

対
象
者
を
同
法
に
規
定
す
る
森
林
経

営
計
画
の
認
定
を
受
け
た
者
と
す
る
。

（2）
山
林
の
伐
採
又
は
譲
渡
に
係
る
収
入

金
額
が
３
、０
０
０
万
円
を
超
え
る

者
の
３
、０
０
０
万
円
を
超
え
る
部

分
の
控
除
率
を
10
％
（
現
行
：
一
律

20
％
）に
引
き
下
げ
ま
す
。

（注）
改
正
前
の
森
林
法
に
規
定
す
る
森
林
施
業
計

画
の
認
定
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
の
所
要
の

経
過
措
置
を
講
じ
ま
す
。

所
得
税
、
法
人
税
、
相
続
税
等

　
「
森
林
施
業
計
画
」の
名
称
を「
森
林
経

営
計
画
」に
改
め
る
森
林
法
の
一
部
改
正

に
伴
う
所
要
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
森

林
施
業
計
画
か
ら
森
林
経
営
計
画
へ
の

◎特集 主な林野関係施策の説明

変
更
に
伴
う
所
要
の
措
置
を
講
じ
ま
す
。

固
定
資
産
税

○
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
施
設

（
太
陽
光
、
風
力
、
水
力
、
地
熱
、

バ
イ
オ
マ
ス
）を
新
た
に
導
入
し
た

場
合
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
を

最
初
の
３
年
間
１
／
３
控
除
と
す
る

措
置
を
２
年
間
講
じ
ま
す
。

　

延
長
要
望
項
目

軽
油
引
取
税

○
農
林
漁
業
者
等
の
軽
油
引
取
税
の

課
税
免
除
の
特
例（
１
KL
当
た
り

３
２
、１
０
０
円
免
除
）に
つ
い
て

は
、
適
用
期
限
を
３
年
延
長
。

【
検
討
事
項
】

　

軽
油
引
取
税
に
係
る
課
税
免
除
措
置

の
適
用
期
限
延
長
後
の
取
扱
い
に
つ
い

て
は
、
地
球
温
暖
化
対
策
や
燃
料
課
税

全
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
議
論
も
あ
る

こ
と
か
ら
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復

興
状
況
、
課
税
免
除
措
置
廃
止
に
よ
る

国
民
生
活
へ
の
影
響
、
国
・
地
方
を
通

じ
た
財
政
事
情
等
も
勘
案
し
つ
つ
、
引

き
続
き
検
討
し
ま
す
。

所
得
税
、
法
人
税

○
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し

た
場
合
の
特
別
償
却（
30
％
）又
は
税

額
の
特
別
控
除（
７
％
）に
つ
い
て

は
、
適
用
期
限
を
２
年
延
長
。

山林相続税の納税猶予制度の概要
被相続人の森林経営計画
の対象森林（所有森林） 

路網整備を行う森林

路網整備を行わない森林

路網整備も施業も
実施しない

納税猶予対象森林

計画に基づく
主伐及び再造林

路網整備
（同左）計画に基づく間伐

相続の納税猶予
計画の当初認定から
10年後以降に
相続発生した場合 

路網整備
（路網密度は一定水準以上）

計画の当初認定
から１０年後 

森林経営計画に従い、 
施業や路網整備を実施

天然林

計画の対象森林規模拡大の
対象となる
森林

人工林

路網

計画認定（当初） 
森林経営計画書には、認定後10年間に
行うものとして、以下を記載 
①経営規模の拡大目標
②路網整備の計画量 

経営規模の拡大
（経営受託・購入等）
（路網整備を行う森林の
　面積の３０％以上）

※立木については、納税猶予対象森林の立木のうち、相続人が相続後の一定期間
は伐採できないもの（相続人の相続時の平均余命年数のうちに市町村森林整備
計画に定める主伐可能林齢に達しないもの）に限って猶予対象となる。 
※計画の当初認定から１０年以内に相続発生した場合、経営規模拡大や路網整備
が完了していなくても納税猶予となる。 


